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附属資料 

 

参考データ集 

－東京大学をめぐる諸課題－ 

※本参考データ集は、行動シナリオの達成に向けて、東京大学の全ての構成員が、濱田総長の任期

中に重点的に取り組むべき課題について、問題意識を共有するために、主として「重点テーマ別

行動シナリオ」の達成目標に関わるデータ等を中心に、東京大学の現況を整理したものです。 

【１．学術の多様性の確保と卓越性の追求】 

１ 教員の研究時間の減少 

２ 教員の基盤的な「教育研究経費」の減少  

３ 公的研究費の日米比較 

【２．グローバル・キャンパスの形成】 

４ 外国人教員比率 

５ 外国人留学生比率の推移 

６  学生の国外への留学状況 

７ 国際体験の不足  

【３．社会連携の展開と挑戦－「知の還元」か

ら「知の共創へ」】 

８ 共同研究数と共同研究実施者数の推移  

【４．「タフな東大生」の育成】 

９ 教育の双方向性の不足 

10 学習のアウトカム（討議力等の課題） 

11 学習時間の比較 

12 前期課程と後期課程の連接 

13 進学振分け制度についての要望  

14 女子学生比率の推移 

15 保護者の職業・出身校の偏り  

16 東大生の経済状態  

17 学生の悩み、相談機能の強化  

18 学部卒業生の公務就職者数の推移  

19 大学院修了生の進路  

20 入学者数及び該当年齢人口指数の推移 

 

 

【５．教員の教育力の向上、活力の維持】 

21 大学への要望  

22 女性教員数 

23 教員組織の年齢構成の推移 

24 職位構成の推移 

【６．プロフェッショナルとしての職員の養成】 

25 職員の対学生数、対教員数 

26 国際対応における課題 

27 職員の学位保有率 

【７．卒業生との緊密なネットワークの形成】 

28 卒業生ネットワークの状況  

【８．経営の機動性向上と基盤強化】 

29 競争的資金の比重増大、研究科別獲得状況 

30 寄附金収入  

31 施設の過密化 

32 施設整備に係る財源確保 

33 CO2排出の現状と削減目標との対比  

【９．ガバナンス、コンプライアンスの強化と環境

安全の確保】 

34 コンプライアンスに係る課題 
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大きく減少

(おおむね

１割以上), 

65.2%

少し減少

（おおむね

１割未満）, 

21.3%

特に変

化なし, 
11.1%

少し増加

（おおむね

１割未満）, 

1.2%

大きく増加

(おおむね

１割以上), 

1.2%

○東京大学の教員のうち約６５％が過去５年間の範囲で研究時間が「大きく減少した」と回答。

○研究時間減少の理由として、約７３％の教員が「管理運営に関する業務の増大」を挙げている。

また、６割以上の教員が、「競争的資金などの申請書類の作成」、「支援スタッフの不足」を挙げている。

参考データ：「大学関係予算に関する教員緊急アンケート」
実施期間：平成２１年１１月２６日～１２月１０日
対象：東京大学の教員 回答者数：２５２４名（５３．１％）
設問：「日本の大学全般について、教員の研究時間が減少していると

いう指摘がありますが、皆さん御自身の研究時間については、
過去５年間程度の範囲では、どうでしょうか。」

教員の研究時間の変化

○研究時間が減少した理由について（複数回答可）

全学・部局の管理運営に関する業務の増大 ７３．１％

教育研究活動の支援スタッフの不足 ６７．７％

競争的資金などの獲得に向けた申請書類の作成 ６４．５％

学生に対する教育負担の増大 ４０．９％

その他 １４．０％

参考データ：「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（文部科学省）
調査対象：「科学技術研究調査」における大学等の研究本務者のうちの教員

（標本数３９２７人、回答数２７６７人、回収率７０.５％）
調査対象期間：平成１９年度の状況
調査実施期間：：平成２０年１１月１日～１２月２２日

（参考：全国データ） 教員の年間総職務時間の推移

全国的にも、すべての職位について「研究時間が減少」している。

１．教員の研究時間の減少

 

 

２．教員の基盤的な「教育研究経費」の減少

○教育研究経費の減少により、約８２％の教員が継続的・安定的な教育研究活動が困難との回答。

運営費交付金予算額の推移（東京大学）

○ 交付金の総額は、６年間で４７億円減少。
○ 中でも、基盤的な教育研究経費相当分は、

６年間で６５億円減少。

教員アンケート（教育研究経費）

Q：法人化以降の教育研究経費の状況について、ご自身の教育研究活動と
の関わりにおいて、どう思いますか。

１．継続的・安定的な活動が非常に困難になってきている。 ３９．５％

２．継続的・安定的な活動がやや困難になってきている。 ４２．７％

３．特に変化はない。 １６．４％

４．継続的・安定的な活動が一層可能になってきている。 １．３％

＜参考データ＞
「大学関係予算に関する教員緊急アンケート」
実施期間：平成２１年１１月２６日～１２月１０日
対象：東京大学の教員
回答者数：２，５２４名（５３．１％）

非常に

困難, 
39.5%

やや困

難, 
42.7%

特に変

化なし, 
16.4%

一層

可能, 
1.3%
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３．公的研究費の日米比較

○日本の公的研究費は、米国に比して圧倒的に少ない。

（東京大学の公的研究費配分額は、ｼﾞｮﾝｽﾞﾎﾌﾟｷﾝｽ大学（米国第１位）の約１割にとどまる。）

出典：国立大学協会情報誌「JANU Quarterly Report」, 2009別冊2

 

 

４．外国人教員比率

○東京大学の外国人教員比率は６％と世界の有力大学に比べて低い水準

（ＭＩＴ１４％、オックスフォード大学２０％、スイス連邦工科大学チューリッヒ校６０％）
※ 外国人教員の絶対数で比較すると、東京大学における外国人教員数は１４５名であり、MIT（135名）より多い。

世界の有力大学における外国人教員

0

50

100

150

200

250

300

東京大学 MIT Oxford ETHZ SNU

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

外国人教員数

外国人教員比率

参考データ：「世界の有力大学の国際化の動向」（東京大学国際連携本部調査報告2007年11月）

（人）

注）ここでは、大学の教職員を
１）教員（教授、准教授相当）、
２）アカデミックスタッフ、
３）事務職員

に分類して、国際間比較を行っている。
東京大学の場合、教授、准教授、講師、
特任教授、特任准教授、特任講師に占
める外国人教員の割合を算出している
（助教は含まれていない）。
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0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

学部

大学院生

全体

大学院生

全体

学部

５．外国人留学生比率の推移

出典：「東京大学の概要２００９（資料編）」

外国人留学生比率（外国人留学生数 / 学生数）

○東京大学の外国人留学生比率は７．６％（学部１．７％、大学院１３．６％）にとどまり、世界の有力大学に
比べて低い水準。

参考データ：「東京大学の概要（資料編）」 なお、研究生・聴講生は除く

（参考）世界の有力大学の留学生比率

出典：「世界の有力大学の国際化の動向」
（東京大学国際連携本部調査報告2007年11月）

全体的に漸増傾向にあ
るが、特に大学院にお
いて増加傾向にある。

学部 大学院 全体
カリフォルニア大学バークレー校 3% 17% 7%
スタンフォード大学 6% 33% 21%
ＭＩＴ 9% 39% 27%
ハーバード大学 9% 26% 20%
イエール大学 8% 22% 15%
英・ケンブリッジ大学 15% 53% 27%
英・オックスフォード大学 11% 58% 29%
スイス連邦工科大学 13% 47% 22%
オーストラリア国立大学 17% 36% 23%
シンガポール国立大学 21% 62% 30%
北京大学 7% 2% 5%
ソウル大学校 1% 5% 2%

行動シナリオの目標値
2020年度までに12％

 

 

8.1％

4.6％

14％

4.1％

0

2

4

6

8

10

12

14

16

理系 他大学 理系 東大 文系 他大学 文系 東大

(%)

６．学生の国外への留学状況

○学部学生における留学経験者が他大学に比べて少ない。

出典：「全国大学生調査」２００７

設問 「大学に入ってから次のような経験はありますか。」 －留学

○全国サンプル：１２７大学（２８８学部）、回答者４８２３２人

○東京大学：回答者４３７３人（全学部生の２９．４％）

◆本学の経費（外部資金等を含む）で海外に短期間派遣
された学生数 （全学生比） ［H２０年度］
学部 57人 （0.4％）
修士 906人 （13.6％）
博士 1,931人 （32.1％）
専門職学位 5人 （0.5％）

◆外国へ留学している学生数（全学生比） ［H21.5.1］
学部 41人 （0.3％）
修士 56人 （0.8％）
博士 212人 （3.5％）
専門職学位 3人 （0.3％）

国 名

1 中 国 5002 人 ( 2 9 .8 % )

2 イン ド 2228 人 ( 1 3 .3 % )

3 韓 国 1529 人 ( 9 .1 % )

4 台 湾 755 人 ( 4 .5 % )

5 カナ ダ 629 人 ( 3 .7 % )

6 トル コ 559 人 ( 3 .3 % )

7 日 本 330 人 ( 2 .0 % )

8 タイ 275 人 ( 1 .6 % )

9 ロ シア 269 人 ( 1 .6 % )

1 0 ド イツ 237 人 ( 1 .4 % )

総 数 16812 人 （161ヶ 国 ）

取 得 人 数
全 体 に 占 める

割 合

●特に東アジア諸国に
比べて日本人学生の占
める比率が極めて少な
い。

アメリカの学術コミュニ
ティーにおける日本人
の存在感が希薄

（参考） 2007年度にアメリカの大学で博士学位を取得した外国人の国別数

（出典：Doctorate Recipients from United States Universities Selected Tables 2007）

出典：「東京大学の概要2009（資料編）」

留学経験者（学部学生）の比率（％）

  



 

84 

 

附属資料 

 

「留学経験あり」の学生では、
70％の学生が身についたと回答。

4.3%

25.0%

19.6%

44.1%

44.5%

25.0%

31.2%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

留学経験なし

留学経験あり

身についた まあ身についた あまり身についてない 身についてない

13.9%

10.6%

5.7%

23.5%

15.7%

17.4%

16.5%

5.9%

44.0%

47.0%

21.2%

50.3%

55.7%

54.7%

59.7%

35.8%

30.2%

33.5%

42.5%

20.7%

24.0%

23.7%

20.1%

45.3%

10.3%

7.0%

29.0%

4.1%

2.9%

2.7%

2.3%

11.7%

1.7%

1.9%

1.5%

1.5%

1.7%

1.5%

1.5%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ．I T を利用する能力

Ｇ．自ら企画を立て、実現させていく能力

Ｆ．外国語でコミュニケートする能力

Ｅ．人間関係をうまく保つ能力

Ｄ．自分の考えを人に伝える能力

Ｃ．論理的な文章をまとめる能力

Ｂ．問題を設定して、体系的に分析する能力

Ａ．社会に出てすぐに役に立つような知識や能力

身についた まあ身についた あまり身についていない 身についていない 無回答

○「外国語でコミュニケートする能力」が身についてないとする学生は７０％以上。留学経験の有無が大きく影響。

７．国際体験の不足

（英語力に関する参考データ）
iBT  TOEFLの国別平均スコア（アジア）

日本におけるiBT TOEFLの平均スコアは６６点
→ アジア３０カ国の中で２７位

（ iB T  TO EFLは １２０点 満 点 ）

国 名 平 均 スコ ア

シン ガ ポ ー ル 100

マレ ー シア 88

フ ィリ ピ ン 88

イン ド 87

パ キ スタン 87

ブ ー タン 85

スリ ラ ン カ 83

バ ン グ ラ デ シュ 82

香 港 80

イン ドネ シア 79

キ ル ギ スタン 79

トル ク メ ニ スタン 79

大 韓 民 国 78

中 国 76

アゼ ル バ イジャ ン 75

カザ フ スタン 74

ネ パ ー ル 74

台 湾 73

ウ ズ ベ キ スタン 73

朝 鮮 民 主 主 義 人 民 共 和 国 72

モン ゴ ル 72

タイ 72

ベ トナ ム 70

アフ ガ ニ スタン 69

ミ ャ ン マー 68

タジキ スタン 67

日 本 6 6

マカオ 66

カン ボ ジア 65

ラ オ ス 59

出 典 ： Edu c atio n al Te stin g S e rvic e ” Te st an d S c o re  Data S u mmary

fo r TO EFL In te rn e t- base d an d Pape r- base d Te sts: 2 0 0 8  Te st

Data”

参考データ：「大学教育の達成度調査」
実施時期：平成２１年３月
実施対象：平成20年度の学部卒業生
回答者数：１１９８人（全卒業生の３９．７％）

【設問】あなたは、大学時代を通じて、以下のような点を身につけたと思いますか。

 

 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

共同研究総数 742 850 906 1,008 1,214 1,250 1,350 1,450 1,600 1,750 1,900 2,000

産学連携本部関与分 28 44 74 103 115 125 135 145 160 175 190 200

研究実施者数 391 423 490 535 654 675 740 800 860 910 960 1,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

共同研究総数 産学連携本部関与分 研究実施者数

実績 予想

件
数
・
人
員
数

年度

2,000件

1,000名

総数の10%

８．共同研究数と共同研究実施者数の推移

○共同研究数及び共同研究実施者数については、目標達成に向けて更なる努力が必要。

目標：2,000件

目標：1,000名
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９．教育の双方向性の不足

双方向型の授業が他大学に比べて少ない。

○グループワークについては、理系８２．６％、文系７５．２％の東大生が「ほとんどなかった」

又は「あまりなかった」と回答。

○文系より理系の方が双方向型授業が少ない傾向がある。

○授業中に自分の意見や考えを述べる ○グループワークなど、学生が参加する機会がある

参考データ：「全国大学生調査」２００７【設問】これまで受けた授業では、次のようなことをどれくらい経験したか。

 

 

11.4%

8.1%

2.5%

7.4%

12.1%

12.1%

35.0%

42.2%

17.0%

38.9%

51.9%

63.4%

39.6%

37.4%

49.7%

43.7%

28.1%

20.2%

13.9%

12.3%

30.8%

10.0%

7.8%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q6 主体的に行動する力

Q5 問題を発見し、解決する力

Q4 他者と討論する力

Q3 自分の知識や考えを表現する力

Q2 論理的・分析的に考える力

Q1 学問的知識

1. とても身についた 2. ある程度、身についた 3. あまり身につかなかった 4. 身につかなかった

１０．学習のアウトカム（討議力等の課題）

○「教養教育の達成度についての調査」の結果によると、特に「討議力」の養成が課題。

出典：教養教育の達成度についての調査

実施対象：学部前期課程修了生全員

実施期間：平成20年３月21日～28日

実施方法：UTask-Web上での回答

回答数：約７２０（全体の２２％程度）

【設問】
「Q4：あなたは教養学部での
学習を通して、他者と討論す
る力がどの程度、身についた
と思いますか？」

回答者の８０．５％が「身につ
かなかった」又は「あまり身に
つかなかっ た」と回答。
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１１．学習時間の比較

○学習時間は国内他大学とほとんど変わらず、

カリフォルニア大学に比べて顕著に少ない。

授業に出席している時間（授業・実験への出席）

授業関連の学習時間（授業・実験の課題、準備・復習） 総学習時間（学部１～３年）

＜分析のサンプル＞

○「全国大学生調査」２００７

【設問】典型的な1週間の平均的な生活時間（学期中）

全国サンプル：１２７大学（２８８学部）、４８２３２人

東京大学：４３７３人（全学部生の２９．４％）

○カリフォルニア大学：２００８Undergraduate Experience Survey
0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

0時間 1-5時間 6-10時間 11-15時間 16-20時間 21-25時間 26-30時間 31時間以上
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3.2%

4.1%

14.8%

12.1%

15.9%

9.2%

13.4%

35.7%

33.0%

33.1%

23.8%

48.9%

39.0%

41.6%

36.0%

61.5%

31.4%

8.4%

11.2%

12.8%

2.3%

2.3%

2.2%

2.1%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｅ．就職活動に時間をさきすぎた

Ｄ．勉強したい専門がなかった

Ｃ．専門課程を修得するだけの能力や前提とな

る知識を欠いていた

Ｂ．専門用語などが説明なしに使われ、授業に

ついていけなかった

Ａ．大学の途中でやる気が削がれてしまった

あてはまる まああてはまる あまりあてはまらない あてはまらない 無回答

【設問】大学時代につぎのような経験がありましたか。

○後期課程への準備が充分でなかったと考えられる学生が５０％弱存在。

１２．前期課程と後期課程の連接

出典：「大学教育の達成度調査」
実施時期：平成２１年３月
実施対象：平成２０年度の学部卒業生

回答者数：１，１９８人（全卒業生の３９．７％）
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45.5%

32.3%

44.5%

26.1%

38.8%

39.2%

41.2%

22.7%

13.5%

19.6%

10.9%

14.3%

28.0%

22.0%

9.1%

34.8%

23.0%

44.5%

23.5%

12.0%

20.1%

13.6%

7.7%

6.9%

6.7%

12.2%

11.2%

8.5%

9.1%

9.7%

4.4%

9.2%

10.2%

6.4%

6.6%

1.9%

1.6%

2.5%

1.0%

3.2%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理科三類

理科二類

理科一類

文科三類

文科二類

文科一類

全体

現行のままでよい 特に考えていることはない

点数以外の振分け基準を取り入れた方がよい 入試時にもう少し細かく進路を決める制度の方がよい

その他 無回答

○「現行のままでよい」は４割程度。学部学生の約２割が「点数以外の振分け基準」の導入
を要望している。

○特に文科三類（４４．５％）、理科二類（３４．８％）での割合が高い。

１３．進学振分け制度についての要望

進学振分け制度についての要望 出典：学生生活実態調査（2008年）

 

 

１４．女子学生比率の推移

○女子学生比（H21)：学部 19.0％、大学院27.9％、全体23.4％ ⇒特に、学部における女子学生比率が低い（全国平均の約半分）

○学部・研究科間の格差が大きい（学部学生の場合、学部によって41.2％～8.3％と幅がある）。

【参考：全国大学平均】 学部４１．６％（国立３５．７％、私立 ４２．３％）、大学院 ３０．５％（国立２７．９％、私立３３，７％） （平成２１年度 学校基本調査）

19.0%

27.9%

23.4%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

東京大学の女子学生比率

学部学生

大学院学生

全体参考データ：「東京大学の概要（資料編）」

大学院学生

全体

学部学生

出典：東京大学男女共同参画室ウェブサイト
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１５．保護者の職業・出身校の偏り

○ 「上層ノンマニュアル」の子弟 が一貫して７０％以上を占める。
※上層ノンマニュアル：医師、弁護士、大学教授などの専門職や、大企業、官公庁の管理職、および中小企業の経営者

（苅谷剛彦,1995,『大衆教育社会のゆくえ』中公新書）

◇保護者の職業

専門的・技術的職業 23.3％
教育的職業 9.7％
管理的職業 42.3％
事務 8.0％
販売 2.5％
農林漁業 0.8％
生産工程・採掘作業 3.2％
運輸・通信・保安・サービス 4.6％
無職 1.5％
その他 1.4％
無回答 2.7％

出典：学生生活実態調査（2008年）

東大学生の保護者の職業
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20
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20
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20
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20
07

「上層ノンマニュア
ル」

うち管理職

うち経営者

%

年

◇出身高校

国立 10.0％
公立 32.4％
中高一貫型の私立 53.3％
その他の私立 2.8％
大学入学資格検定 0.3％
外国学校 0.5％
その他 0.2％

出典：学生生活実態調査（2008年）

○ 出身校は、特定の学校群が高い割合を占める。

※「学生生活実態調査」の結果をもとに作成

 

 

授業料免除者数の推移（外国人留学生を含む）

5350 5263
4888 4893

7532

3,973 4059 3955 3950

6164

770 
884 882 

897 

1,261 
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申請者数（人） 免除者数（人） 免除実施額（百万円）

（人） （金額）

１６．東大生の経済状態

世帯の年収額分布（学部学生）
出典：学生生活実態調査（２００８年）

○世帯の年収額のうち「950万円以上」は、近年
ほぼ50％台で推移している。
一方、「450万円未満」は10％前後で推移してい
たものが、2008年は17.6％に急増した。

【授業料免除申請者数（人）】
平成19年度 平成20年度

学部 1,031 2,033
修士課程 1,645 2,400
博士課程 2,217 3,099
合計 4,893 7,532

授業料免除者数の推移
授業料免除については、申請者・免除者数ともに
平成20年度に急増
⇒以下の取組を平成20年度から実施
○世帯給与収入400万円以下の学部学生の授業

料を全額免除
○博士課程院生への経済支援策の拡充（授業料

半額免除者の500名程度の増）
※特に、学部学生の申請者数はほぼ２倍に増加

世帯の年収額分布

  



 

89 

 

 

2.3%

11.4%

13.5%

23.7%

24.3%

20.9%

26.2%

25.0%

25.4%

31.7%

46.3%

7.5%

26.9%

30.6%

33.5%

33.9%

39.5%

34.9%

40.1%

41.5%

36.5%

36.2%

38.4%

39.2%

40.0%

29.8%

26.9%

28.5%

27.1%

26.2%

24.6%

22.6%

13.6%

51.2%

21.6%

15.2%

12.4%

14.0%

10.4%

10.6%

7.9%

7.8%

8.3%

3.2%

0.6%

0.9%

0.7%

0.6%

0.9%

0.7%

1.2%

0.8%

0.7%

0.9%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教職員との対人関係

自分の体調や健康

友人との対人関係

自分の性格

学部進学や大学院進学

性・異性・恋愛・結婚

人生の意義・目標

経済的なことや経済的自立

勉学（成績・単位など）

就職

将来の進路や生き方

よく悩む ときに悩む あまり悩まない 全く悩まない 無回答

問：現在の学生生活の中で、次の各項目について、どの程度悩んだり不安を感じたりしていますか。

7.6%

8.1%

7.8%

10.0%

10.0%

14.3%

15.6%

16.1%

21.5%

33.8%

23.6%

27.4%

31.7%

34.3%

37.9%

39.3%

38.3%

43.8%

43.2%

33.8%

39.3%

39.1%

36.0%

33.4%

33.1%

30.3%

29.8%

22.5%

20.2%

20.3%

28.7%

24.5%

23.7%

21.5%

18.0%

15.0%

15.4%

16.5%

14.2%

11.1%

0.8%

0.9%

0.8%

0.8%

1.0%

1.1%

0.9%

1.1%

0.9%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クラス担任制度やチューター制度を充実させる

教務課や学生課などの事務機能を充実させる

学生が教員や職員と接触する機会を増やす

学習方法や学習内容について相談機能を充実させる

個人的な悩みの学生相談やカウンセリング機能を充実させる

学生同士が支えあうネットワークづくりを強化する

健康相談や保健センターの機能を充実させる

学部進学や大学院進学について相談機能を充実させる

就職指導や進路相談の機能を充実させる

奨学金の充実や、授業料免除など、経済的支援を強化する

全くそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない 無回答

問：あなたの悩みや不安を解消するために、大学にどのような対応があればよいと思いますか。

１７．学生の悩み、相談機能の強化

○ 学生は「将来の進路や生き方」（８２．５％）、「就職」（６８．２％）、「勉学」（６６．９％）など多くの悩みや不安を感じている。

○ 悩みや不安を解消するための大学の対応として「経済的支援の強化」、「就職指導や進路相談機能の充実」などを望んでいる。

出典：学生生活実態調査（2008年）

○悩みや不安を解消するために大学の対応

として望むこととして

・経済的支援の強化（６７．６％）

・就職指導や進路相談の充実（６４．７％）

・進学についての相談機能の充実（５９．９％）

などが上位にある。

⇒相談機能の充実に対する学生の要望は

高い。

◆学生は「将来の進路や生き方」（８２．５％）、
「就職」 （６８．２％）、「勉学」（６６．９％）など
多くの悩みや不安を感じている。

◆不安や悩みを「よく相談する」相手としては、
父・母（１５．２％）、
大学内のサークルや団体の友人（１３．９％）
などが上位にある。

※「大学の教職員」については「よく相談する」
「ときどき相談する」を合わせても２．８％に
とどまる。
反対に、「全く相談しない」は８１．６％に及ぶ。

 

 

１８．学部卒業生の公務就職者数の推移

○学部卒業生の公務就職者数は、平成８年をピークに減少傾向にある。
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就職者数（公務） 学部卒業生全体に占める割合

参考データ：東京大学の概要「学部卒業者の卒業後の状況」

※翌年度の就職者数を示す。（例：平成20年度は平成20年度
卒業生の平成21年５月１日現在の就職状況）

※公務の定義（日本標準産業分類による）

国又は地方公共団体の機関のうち，国会，裁判所，中央官庁
及びその地方支分部局，都道府県庁，市区役所，町村役場な

ど本来の立法事務，司法事務及び行政事務を行う官公署(他

に分類されるものを除く）

●就職協定の廃止（平成9年度）

●国家公務員第１種試験による採

用数の縮減（平成８年閣議決定）

平成16年４月

法科大学院設置

（年度）

（人） （％）
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40.7% 40.8% 36.7% 35.7% 32.9% 29.8%

51.2% 49.2%
50.7% 55.0% 58.1%

58.0%

8.1% 10.0% 12.6% 9.3% 8.9% 12.3%
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進学者数（修士） 就職者数（修士） その他（修士）

博士課程への進学率は減少傾向にある。

※ 翌年度の進学率を示す（平成19年度は、平成19年度修了生の平成20年5月1日現在の状況。

※ 「その他」は、学部再入、研究生、外国への留学、無職、不明な者。

１９．大学院修了生の進路

【修士課程】修了者の総数は2,673人（H14）⇒2,884人（H19）と7.9％程度増加。

ただし、博士課程への進学率は40.7％（H14）⇒29.8％（H19）と減少傾向（６年間で11ポイント減）。

【博士課程】修了後の進路が決定していない無業者が平均して全体の７％程度。部局により差がある（0％～22.8％）

修士課程修了者の博士課程進学率

博士課程修了者の無業率（過去５年間の平均）

（無業者数） （修了者数） （無業率）
５４６人 ／ ７７３１人 ＝ ７．０６％

＊ 修了者数及び無業者数は、過去5
年間（平成15～19年度）の総数

＊ 修了者には、満期退学者を含む。
＊ 進学者、PD、その他等は無業者

に含まれない。

参考：東京大学の概要（資料編）
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18歳人口

学部前期課程入学生数

18歳人口

学部前期課程入学生数

２０．入学者数及び該当年齢人口指数の推移

18歳人口と東京大学学部入学生数の状況

○基準年度：平成4年度＝１００

18歳人口：３年前の中学校修了者および中等教育学校前期課程修了者

（H２２以降は試算）

○１８才人口はピーク時の４０．９８ポイントの減に対し、東京大学の学部前期課程入学生数は
１３．２６ポイントの減にとどまり、「広き門」に。

59.02
（121万人）

86.74
（3,154人）
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２１．大学への要望

○大学の要望や期待が一番高いのは「授業方法の工夫・改善」（３８．２％）。

（「授業方法の工夫・改善」は2000年度調査から新たに項目として加わって以降、常に第１位）

大学への要望や期待（３つまで選択）

調査対象：学部学生

出典：学生生活実態調査（２００８年）

 

 

○女性教員等採用比率は１９．０％（2008年度）にとどまっており、目標達成に至っていない。

（アクション・プランの目標）２０１０年までに常勤の研究者のうち女性の採用比率を２５％以上にする。

２２．女性教員数

○女性研究者比率の増加は０.８％（2007年度→2009年度）にとどまっており、目標達成に至っていない。

（アクション・プランの目標）２０１０年までに常勤の女性研究者の分野別女性比率を全体で５割増以上とする。

９．８％３８１９ ３４２ ９．０％ ３７７３ ３６８

２００７（平成１９）年度

合計 女性 比率 合計 女性

２００９（平成２１）年度

比率

※ 小数点第２以下を四捨五入

目標差
△6.0%

２０６／１０８５

16.2% 18.4% 19.0%

１５３／７４５

18.2% 20.7% 20.5%

計

女性採用比率

４９／３７５ ５８／４０６

１１０／６０４ １５２／７３３

１５９／９７９ ２１０／１１３９

常勤教員採用者数
（女性採用者数/総採用者数）

女性採用比率

２００７ （平成１９）年度 ２００８ （平成２０）年度

特定有期採用者数
（女性採用者数/総採用者数）

女性採用比率

２００６ （平成１８）年度

５３／３４０

13.1% 14.3% 15.6%
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○56歳以上の教員層が平成13年度13.2％から平成21年度21.1％に増加。

○35歳以下の教員層は平成13年度22.8％から平成21年度15.7％に減少。

２３．教員組織の年齢構成の推移

教員（教授・准教授・講師・助教・助手）の年齢構成の推移

6.2% 5.4% 4.3% 4.5% 3.4% 3.2% 2.8%

16.6% 16.9% 17.2% 17.1% 16.0% 14.6% 14.5% 13.5% 12.9%

18.4% 17.4% 17.3% 18.2%
18.5% 19.6% 19.3% 19.0% 18.8%

16.8% 16.8% 17.0% 16.0%
15.5% 15.8% 15.2% 15.0% 16.1%

14.6%
14.4% 14.4% 14.3%

14.8% 14.7% 15.4%
15.4% 14.7%

13.8%
13.4% 13.2% 13.4%

13.4% 14.0% 13.7%
13.2% 13.6%

13.0%
12.7% 13.9% 14.1%

14.2% 13.7% 13.7%
13.0% 13.0%

0.2% 2.6% 2.3% 2.0% 3.7% 4.0% 4.6% 7.5% 8.1%

3.7% 3.5%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

13 14 15 16 17 18 19 20 21 （年度）

（人数）

61歳以上
56～60歳
51～55歳
46～50歳
41～45歳
36～40歳
31～35歳
26～30歳
25歳以下

 

 

２４．職位構成の推移

○教授の占める割合は

平成３年度 ２５％（９１４人）

↓ 増加

平成21年度 ３３％（１２７５人）

一方、助教（及び助手）の割合は

平成３年度 ４６％（１６７９人）

↓ 減少

平成21年度 ３７％（１３９２人）

【人数】
区分
教授 914 ( 25% ) 1,072 ( 28% ) 1,191 ( 31% ) 1,275 ( 33% )
准教授（助教授） 808 ( 22% ) 884 ( 23% ) 907 ( 23% ) 906 ( 24% )
講師 226 ( 6% ) 236 ( 6% ) 260 ( 7% ) 248 ( 6% )
助教 0 ( 0% ) 0 ( 0% ) 0 ( 0% ) 1,319 ( 35% )
助手 1,679 ( 46% ) 1,593 ( 42% ) 1,530 ( 39% ) 73 ( 2% )
合計 3,627 ( 100% ) 3,785 ( 100% ) 3,888 ( 100% ) 3,821 ( 100% )

平成３年度 平成１０年度 平成１６年度 平成２１年度

常勤教員数の推移

○教員の職位構成において、教授が増加し、助教（及び助手）が減少。

［折れ線グラフ］［棒グラフ］

80 

85 
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95 
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115 
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130 

135 

140 

145 

150 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成３年度 平成１０年度 平成１６年度 平成２１年度

（人数） 指数（Ｈ３年度が１００）

教授 准教授（助教授） 講師 助教 助手

教授 准教授（助教授） 講師 助教（助手含む）

※各年度5.1現在の現員数。

※平成21年度の助教の人数には年俸制助教を含む。
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２５．職員の対学生数、対教員数

10.00 

11.00 

12.00 

13.00 

14.00 

15.00 

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

比率

年度

○職員一人当たりの学生数は漸増、教員一人当たりの職員数は漸減傾向。

◇本務職員一人当たりの学生数の推移

◇本務教員一人当たりの本務職員数の推移

年度 ①職員数 ②学生数 ②÷①

11 2,452 27,541 11.23
12 2,436 27,953 11.47
13 2,444 28,108 11.50
14 2,322 28,284 12.18
15 2,308 28,376 12.29
16 2,215 28,311 12.78
17 2,136 28,818 13.49
18 2,137 28,833 13.49
19 2,137 28,643 13.40
20 2,132 28,644 13.44
21 2,138 28,666 13.41

＊職員数、教員数、学生数は5月1日現在（学校基本調査のデータを引用）

＊職員数は、事務、教室系技術の数（再雇用者を含む）。

＊学生数は研究生、聴講生を含む。

年度 ①教員数 ②職員数 ②÷①

11 3,943 2,452 0.62
12 4,000 2,436 0.61
13 4,004 2,444 0.61
14 4,032 2,322 0.58
15 3,980 2,308 0.58
16 3,968 2,215 0.56
17 3,993 2,136 0.53
18 3,959 2,137 0.54
19 3,921 2,137 0.55
20 3,958 2,132 0.54
21 3,853 2,138 0.55

＊職員数、教員数、学生数は5月1日現在（学校基本調査のデータを引用）

＊職員数は、事務、教室系技術の数（再雇用者を含む）。

0.45 

0.50 

0.55 

0.60 

0.65 

0.70 

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

比率

年度

 

 

２６．国際対応における課題

• 英文で対応可能な事務支援体制の強化が強く望まれ
ている。

• 「国際的活動を行う支援体制があるとは思えない。す
べて教員任せで･･･」「常時海外に多くの社員を派遣す
る企業並みの対応があるべき」といった不満の声が多
数。

• 基幹系（総務・人事・会計）や教務・研究協力系は英語
による対応が困難。

参考データ：「東京大学の国際化に関する意見と要望調査」（回答者数：教員833人、職員835人）

［職員の回答］

平成20年10月1日現在で英語レベルが
高水準（中上級）にある職員※

＝１７０名

職員総数

1500名のうちの

１１％

※英語レベルが高水準にある職員＝

① 職員調書で、留学生等の対応ができる （中級）、外国語による会議に出席して

その概要をまとめたりできる（上級）、と 自己申告している者

② または、ＴＯＥＩＣ６００点以上の者 （１７０名中８４名。但し、自己申告している者のみ）

（数字は概数値）

［教員の回答］
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２７．職員の学位保有率

○事務系職員（一般職（一））の博士号、修士号の保有率は3.8％。学士号保有率は私立に比
して低い（推定約18ポイント）

（2009.10.1現在）

参考（右図）

山本眞一・広島大学教授の科研費調査

平成15(2003)年２月に大学等職員

5,000名を対象に実施した「大学職員の

役割と今後の養成方策 に関するアン

ケート」の結果

0.5%

1.5%

2.7%

6.6%

1.6%

11.8%

21.0%

7.0%

10.5%

3.8%

1.1%

52.8%

48.7%

46.7%

10.5%

42.4%

52.1%

78.5%

59.3%

39.9%

49.4%

39.9%

89.5%

32.8%

40.8%

11.0%

36.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

医療職（二） 看護

医療職（一） 医療

技能、技能（免）、労務

教室

施設

図書

事務

（職種） 職種別最終学歴

博士修了 修士修了 専門職学位修了、大学６卒 大学４卒 その他（高卒、短大卒等）

0.5%

3.0%

1.7%

77.6%

55.3%

13.0%

11.8%

5.7%

31.1%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

私立４大

国立大学

大学職員の学歴構成

博士 修士 学士 短大/高専 高校 中学、不明

 

 

○大学で連絡先等を把握している卒業生数は、ほぼ半数に留まっている
○卒業生からは、幅広い校友会活動への要求が多数寄せられている。

２８．卒業生ネットワークの状況

65,000

98,000

150,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

登録済み 未登録

連絡先等を把握している卒業生数

１．卒業生から見ても共感の持てる簡明な東大のミッション

卒業生が東大を応援したいと思っても、学外から見ると東大が何を目指して
いるのかその方向性が見えない。特に教育の目標や人材育成に関して、卒業
生から見ても共感の持てる簡明なミッションを掲げること、そしてそのミッション
を在校生・卒業生が深く理解し共有できる仕組みをつくることを検討いただきた
い。この点は、在学生の愛校心を育成する上でも重要なポイントである。因み
にイェール大学のミッションは「世界のリーダーを育てる」とのこと。

２．入学時から始まる校友会活動

大学への愛校心、大学を支援するなどの心情は、入学時から始まる教員と学
生、在校生同士、卒業生と在校生の濃密な交友関係の中から生まれ、年齢と
共に熟成する。入学時からの愛校心の育成と校友会活動への関与に関する効
果的なプログラム構築と実施を検討いただきたい。

３．卒業生の社会的活動に寄与する校友会活動

時代の移り変わりとともに、卒業生同士の連帯や相互支援が必要となる場面
が増えてきていることを実感している。

仕事をもつ現役卒業生のキャリア支援など、卒業生の社会的活動やキャリア
構築に資する校友会活動を巾広く展開していただきたい。

４．名簿の整備拡充と使いやすい仕組み

卒業生名簿の整備は校友会活動の原点であり、大学・卒業生双方に価値が
ある。 個人情報保護の面からその管理を適切に行いつつ、併せて卒業生に
対する情報供与など利便性も検討いただきたい。

東大・イェール大卒業生国際交流会を終えての提言

・・・

目標 ： 50％から75％へ

→ 赤門学友会への登録数増加
→ 幅広い校友会活動の展開の促進
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競争的外部資金の獲得状況（研究科別）

２９．競争的資金の比重増大、研究科別獲得状況

○H１６年度は収入全体の５０％を占めていた【運営費交付金＋学生納付
金等】がH２１年度までに約５０億円減少し、収入全体に占める割合も
４３％に減少。

○一方、外部資金は （H１６年度）６２０億円⇒（H２１年度）７７３億円に
増加し、収入全体の全体の３５％を占めている。

○運営費交付金及び学生納付金、雑収入等の自己収入合計額は大きく減少する一方、外部
資金の割合が増加。

○競争的外部資金の獲得状況は、研究科別にかなりのバラつきがある。

収入構造の変化（東京大学）

 

 

３０．寄附金収入

○法人化以降、特殊な事情を除けば年間１００億円程度で横ばいに推移。

○大口寄附（１４億円）を除くと、昨年同時期に比べ大きく減っている。

東京大学基金は、2008年度中に500億円、
また2020年には2,000億円規模を目標

寄附金受入額の推移 昨年度との比較（７月まで）
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３１．施設の過密化

○東京大学の容積率は、７大学主要キャンパスに比べ著しく高い。

○各キャンパスの建築可能面積は極めて限られている（2.5%（本郷）～9.3％（柏））。

◆建築可能面積の割合（建築可能面積／敷地面積）

本郷 ： 2.5% （14,043㎡／561,074㎡）
駒場Ⅰ： 4.6% （11,647㎡／254,503㎡）
駒場Ⅱ： 2.8% （ 2,799㎡／101,018㎡）
柏 ： 9.3% （22,008㎡／237,452㎡）

７大学主要キャンパス容積率比較（H２１年）

北大
東北大

東大

名大

京大
阪大 九大
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延
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面
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（110.0％）

（81.5％）

（75.2％）
（58.8％）

（40.0％）

（34.0％）
（28.3％）

※ （　　）は容積率（敷地面積に対する建築延べ面積（延べ床）の割合）を示す。

※ 九大はＨ２０年のデータ

 

 

３２. 施設整備に係る財源確保

計画的な整備に必要な経費

 本学は約１５９万㎡の施設を保有している。（参考：六本木ヒルズ約７６万㎡）

 現在、築後５０年を越える建物を約３１万㎡保有しており、改築整備に１,０００億円が必要である。

 今後２５年間の平均で改修(3.2万㎡)、改築(1.6万㎡)の施設整備需要が生じ、それぞれ約５０億円/年、
計１００億円/年が必要となる。

 この他、インフラ等の基幹設備の更新，改修等のための経費も必要である。

建物の老朽改善面積および所要額の推移と予測建物の老朽改善面積および所要額の推移と予測

単純試算では、約単純試算では、約152152万㎡の整備に万㎡の整備に150150億円億円//年が必要年が必要
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経年25年（要改修面積） 経年50年（要改築面積）

改修金額 改築金額

283千㎡
850億円

改築:平均50億円

改修:平均50億円

注）築後25年目をむかえた建物の改修(15万円/㎡)、築後50年目をむかえた建物の改築(30万円/㎡)として試算したもの。
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TSCP2012（2008～2012年度末）
2012年度末には、非実験系のCO2排出量を15%削減

TSCP2030（～2030年度末）
2030年度末には、CO2排出量を50%削減

非実験系
(一般系)

67.5%

実験系

32.5%

照明負荷

17.9%

空調

35.5%

実験機器
32.5%

その他
14.1%

東京大学におけるエネルギー消費内訳（概略推計）

TSCP2030対策
実験主機･補機の対策

創エネルギー（太陽光etc）

TSCP2012対策
広く一般にも活用可能

基準年度 2006年度

出典：東京大学・サステイナブルキャンパスプロジェクト室ウェブサイト

○二酸化炭素排出量の大幅な削減が必要

３３．CO２排出の削減目標

 

 

○薬品管理問題や研究費の不正使用などコンプライアンスに係る課題が頻発。

３４．コンプライアンスに係る課題

平成16年度から平成19年度までの不正な会計処理

●薬品管理問題（農場における水銀剤の使用）

薬品管理の徹底については、平成17 年度から平成19 年度までの評価結果で評価委員
会が課題として指摘している。全学的な毒劇物の総点検・職場巡視等の実施、監視カメラ
及び入退室管理システムの導入、薬品管理システムの改良(特定毒物に係る警告機能の
追加)等の取組は行われているものの、大学院農学生命科学研究科附属農場において
農作業時に水銀剤を使用したり、パラチオンを無許可で保管するなどの問題が起きており、
今後再発防止に向けて全学的な取組を徹底することが求められる。

● 大学院入試における入試問題の漏えい

平成18 年８月実施の新領域創成科学研究科環境学研究系自然環境学専攻の平成19年
度修士課程入学者選抜試験において、海洋研究所准教授による入試問題の漏えいがあり、
平成20 年４月当該准教授を懲戒解雇するなどの処分が行われた。再発防止に向けて継続
的な取組が求められる。

法人評価における指摘事項

※平成21年7月10日「研究費の不正使用に係る調査報告について」（国立大学法人東京大学）より

懲戒処分における事由別処分数

（平成16年4月1日～平成20年3月31日） （単位：人）

処分事由 処分数

一般服務関係 ４

（欠勤、勤務態度不良等） （３）

セクシュアル・ハラスメント
５

（１）

通常業務処理関係 ６

（業務処理不適正、報告怠慢等） （０）

法人財産等取扱関係 ４

（紛失、不正取扱等） （３）

横領等関係
１

（１）

収賄、供応等関係
０

（０）

交通事故・交通法規違反関係
０

（０）

公務外非行関係
３

（２）

監督責任関係
３

（３）

合計
２６

（１３）

（注） カッコ内は事務系職員の人数で内数
＊ 処分の種類：懲戒解雇、諭旨解雇、停職、出勤停止、減給、戒告


